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アジア経済法令ニュース No.22-09 

 添付法令資料 1： 韓国国際航海船舶等に対する海賊行為被害予防に関する法律（目次） 

 添付法令資料 2： 中国科学技術進歩法（目次） 

 添付法令資料 3： 低炭素排出四輪自動車に関する 2021 年 12 月 28 日付 

  インドネシア共和国産業大臣規則 No.36（目次） 

 添付法令資料 4： 費用及び手数料法を合一するベトナム国会事務局の合一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2022 年 2 月 25 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示第188号及び第189

号） 

22.02.17 公布 

2 国民健康保険法施行令の一部を改正する政令（政令第 44 号） 

22.02.18 公布／22.04.01 施行 

3 予防接種法施行令の一部を改正する政令（政令第 45 号） 

22.02.21 公布／同日施行 

4 予防接種実施規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 23 号） 

22.02.21 公布／同日施行 

5 商品先物取引法施行規則の一部を改正する省令（農林水産省及び経済産業省

令第 1 号） 

22.02.21 公布／同日施行 

6 民事執行規則の一部を改正する規則（最高裁判所規則第 2 号） 

22.02.21 公布／22.04.01 施行 

7 民事再生規則の一部を改正する規則（最高裁判所規則第 6 号） 

22.02.21 公布／同日施行 

8 金融機関等の更生手続の特例等に関する規則の一部を改正する規則（最高裁

判所規則第 7 号） 

22.02.21 公布／同日施行 

9 会社非訟事件等手続規則の一部を改正する規則（最高裁判所規則第 8 号） 

22.02.21 公布／同日施行 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 最高人民法院关于内地与香港特别行政区法院相互认可和执行婚姻家庭民事案

件判决的安排 

22.02.14 公布 最高人民法院 法釈[2022]4 号／22.02.15 施行 

2 国家发展改革委等部门印发《关于促进服务业领域困难行业恢复发展的若干政

策》的通知 
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22.02.18 公布 国家発展及び改革委員会等 発改財金[2022]271 号 

3 住房和城乡建设部关于印发中国人居环境奖申报与评选管理办法的通知 

22.01.21 公布 住宅及び都市・農村建設部 建城[2022]12 号 

4 国家疾病预防控制局职能配置、内设机构和人员编制规定 

22.02.16 公布 中央機構編制委員会弁公室／22.01.24 施行 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 中国银保监会关于印发融资租赁公司非现场监管规程的通知 

22.01.21 公布 中国銀行保険監督・管理委員会 銀保監規[2022]3 号／同日

施行 

2 证券基金经营机构董事、监事、高级管理人员及从业人员监督管理办法 

22.02.18 公布 中国証券監督・管理委員会令第 195 号／22.04.01 施行 

 

第 3 ロシア 

1 自動車道路及びロシア連邦における道路活動並びに個別のロシア連邦法規へ

の変更の導入に関するロシア連邦法律第 31 条並びに自動車運送及び都市地上

電動運送規則に係るロシア連邦法律へ変更を導入することに関する 2021 年 7

月 2 日付ロシア連邦法律 No.336-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

2 国際自動車運送の実施に対する国家コントロール及びその遂行手続違反に対

する責任に関するロシア連邦法律第 2 条及び第 6 条並びにロシア連邦における

自動車運送及び都市地上電動運送による乗客及び手荷物の定期運送の組織化

並びに個別のロシア連邦法規への変更の導入に関するロシア連邦法律へ変更

を導入することに関する 2021 年 7 月 2 日付ロシア連邦法律 No.337-FZ 

一部を除き、公布の日から 10 日経過後に施行 

3 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 契約に従い外国における就労に赴くベトナム労働者法の若干の条項の細則を

定める通知 

労働・傷病兵・社会省の 2021 年 12 月 15 日付第 21/2021/TT-BLĐTBXH

号通知／22.02.01 施行 

2 ライセンス手数料に関して指導する通知を合一する合一文書 

財政省の 2021 年 12 月 30 日付第 20/VBHN-BTC 号合一文書 

3 付加価値税法及び付加価値税法の若干の条項の細則を定め、施行を指導する

政府の 2013 年 12 月 18 日付第 209/2013/NĐ-CP 号議定の施行を指導する通知
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を合一する合一文書 

財政省の 2021 年 12 月 30 日付第 21/VBHN-BTC 号合一文書 

4 不動産経営法の若干の条項の施行細則を定める議定 

政府の 2022 年 1 月 6 日付第 02/2022/NĐ-CP 号議定／22.03.01 施行 

 

第 5 韓国 

1 腐敗防止及び国民権益委員会の設置及び運営に関する法律施行令一部改正令 

22.02.18 公布 大統領令第 32457 号／同日施行 

2 地域産業危機対応及び地域経済回復のための特別法施行令 

22.02.18 公布 大統領令第 32455 号／同日施行 

3 政治資金法一部改正法 

22.02.22 公布 法律第 18838 号／同日施行 

4 ベンチャー企業育成に関する特別措置法施行令一部改正令 

22.02.22 公布 大統領令第 32504 号／同日施行 

5 審判記録閲覧・複写等に関する規則全部改正令 

22.02.23 公布 憲法裁判所規則第 445 号／同日施行 

6 感染病の予防及び管理に関する法律施行令一部改正令 

22.02.24 公布 大統領令第 32506 号／同日施行 

7 雇用政策基本法施行規則一部改正令 

22.02.24 公布 雇用労働部令第 348 号／同日施行 

 

第 6 台湾 

1 修正產業創新條例條文 

22.02.18 公布 総統府 華總一經字第 11100014961 號令 

2 修正中華民國刑法條文 

22.02.18 公布 総統府 華總一義字第 11100014971 號令 

3 增訂、刪除並修正保安處分執行法條文 

22.02.18 公布 総統府 華總一義字第 11100014951 號令 

4 修正法院組織法條文 

22.02.18 公布 総統府 華總一義字第 11100014991 號令／同日施行 

5 增訂並修正刑事訴訟法條文 

22.02.18 公布 総統府 華總一義字第 11100014941 號令／同日施行 

6 修正刑事訴訟法施行法條文 

22.02.18 公布 総統府 華總一義字第 11100014981 號令／同日施行 

 

第 7 シンガポール 

1 Exchanges (Demutualisation and Merger) (Amendment) Act 2022 

Passed by Parliament on 11 Jan 2022 and assented to by the President 

on 8 Feb 2022 

2 Corporate Registers (Miscellaneous Amendments) Act 2022 
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Passed by Parliament on 10 Jan 2022 and assented to by the President 

on 8 Feb 2022 

 

第 8 タイ 

1 地方条例提案請願法 

22.02.23 制定／22.02.25 施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM CIRCULAR NO. 21-2022 

  CLAIM OF INPUT VAT ON PURCHASES OR IMPORTATIONS OF 

CAPITAL GOODS PURSUANT TO SECTION 110 OF THE NATIONAL 

INTERNAL REVENUE CODE OF 1997 (TAX CODE), AS AMENDED BY 

REPUBLIC ACT (R.A.) NO. 10963, OTHERWISE KNOWN AS THE “TAX 

REFORM FOR ACCELERATION OR INCLUSION” OR THE “TRAIN 

LAW” 

21.12.09 付 

2 COURT OF TAX APPEALS  

  MEMORANDUM DATED 13 FEBRUARY 2022 

  WORK ARRANGEMENT IN THE COURT OF TAX APPEALS 

BEGINNING 16 FEBRUARY 2022  

22.02.13 付 

3 SUPREME COURT   

  MEMORANDUM ORDER NO. 21-2022 

  WORKING CAPACITY/PERSONAL FILING IN THE SUPREME COURT 

STARTING FEBRUARY 16, 2022 

22.02.14 付 

4 COURT OF APPEALS  

  OFFICE ORDER NO. 57-22-RSF 

  WORK ARRANGEMENT IN THE CA EFFECTIVE 16 FEBRUARY 2022 

UNTIL FURTHER NOTICE 

22.02.14 付 

5 SANDIGANBAYAN  

  ADMINISTRATIVE ORDER NO. 017-2022 

  WORK ARRANGMENTS IN THE SANDIGANBAYAN BEGINNING ON 

FEBRUARY 16, 2022 UNTIL FURTHER NOTICE  

22.02.14 付 

https://sc.judiciary.gov.ph/24359/
https://sc.judiciary.gov.ph/24359/
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6 OFFICE OF THE COURT ADMINISTRATOR 

  OCA CIRCULAR NO. 34-2022 

  COURT OPERATIONS FROM 16 FEBRUARY 2022 UNTIL FURTHER 

ORDERS OF THE COURT  

22.02.14 付 

7 INSURANCE COMMISSION  

  CIRCULAR LETTER NO. 2022-07 

  ONLINE QUATERLY SUBMISSION OF REPORTS ON NEGATIVE LIST 

OF OFFICERS AND EMPLOYEES FOR PRE-NEED COMPANIES AND 

HEALTH MAINTENANCE ORGANIZATIONS  

22.02.16 付 

8 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM CIRCULAR NO. 20-2022 

  GUIDANCE ON THE FILING OF REQUESTS FOR CONFIRMATION, 

TAX TREATY RELIEF APPLICATIONS AND TAX SPARING 

APPLICATIONS 

22.02.17 付 

9 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASE 

  RESOLUTION NO. 162 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

22.02.17 付 

10 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 

  CIRCULAR NO. 1137, S. 2022 

  AMENDMENTS TO REGULATIONS ON OUTSOURCING AND IT RISK 

MANAGEMENT  

22.02.18 付／全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施行 

11 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM CIRCULAR NO. 22-2022 

  TAX COMPLIANCE REMINDERS FOR THE MAY 09, 2022 NATIONAL 

AND LOCAL ELECTIONS  

22.02.21 付 

12 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASE 

  RESOLUTION NO. 162-B 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

22.02.21 付 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
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第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 カザフスタン共和国領域からの特定の商品の輸出のいくつかの問題に関する

カザフスタン共和国農業相命令 

2022 年 2 月 18 日付 No.44 同月 19 日法務省登録 No.26849／公布の翌日

から施行し、同年 5 月 1 日まで適用 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 専用電子システムを通じたいくつかの許認可書類の発行の単一規則の承認に

関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2022 年 2 月 22 日付 No.86／同日施行 

2 専用電子システムを通じたいくつかの業種のライセンシングの単一規則の承

認に関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2022 年 2 月 21 日付 No.80／同年 3 月 1 日から施行 

3 国内の自動車市場の発展の促進に係る追加措置に関するウズベキスタン共和

国大統領決定 

2022 年 2 月 21 日付 No.PP-137／同月 22 日から施行 

4 土地区画の利用に対する国家コントロールの効率性の向上に係る措置に関す

るウズベキスタン共和国大統領決定 

2022 年 2 月 21 日付 No.PP-138／同月 22 日から施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国国際航海船舶等に対する海賊行為被害予防に関する法律（目次） 

   2 中国科学技術進歩法（目次） 
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   3 低炭素排出四輪自動車に関する 2021 年 12 月 28 日付インドネシア共和国産

業大臣規則 No.36（目次） 

   4 費用及び手数料法を合一するベトナム国会事務局の合一文書（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 
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永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

正木 湧士  弁護士・弁理士：日本法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山本 大介  弁護士：シンガポール法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


